
                         

貸  借  対  照  表 

(2021 年 3 月 31 日現在) 

 

（注）記載金額は千円未満切り捨てて表示しております。 

  

千円 千円

745,343 248,323

現 金 及 び 預 金 477,609 買 掛 金 99,260
売 掛 金 263,221 未 払 費 用 27,794
前 払 費 用 4,107 前 受 収 益 10,058
未 収 入 金 383 預 り 金 3,681
立 替 金 22 未 払 税 金 41,306

賞 与 引 当 金 66,222
4,700

資 産 除 去 債 務 4,700

253,023

50,036 542,645

9,413 100,000
建 物 9,413 16,065

40,622 資 本 準 備 金 15,000
投 資 有 価 証 券 799 その他資本剰余金 1,065
繰 延 税 金 資 産 30,144 426,579
差 入 保 証 金 9,679 利 益 準 備 金 14,000

その他利益剰余金 412,579
△ 288

△ 288

542,356

795,380 795,380

固 定 資 産 株 主 資 本

資  産  の  部 負  債  の  部

科　　目 金額 科　　目 金額

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 負 債

負債合計

純資産の部

その他有価証券評価差額金

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計

有 形 固 定 資 産 資本金
資本剰余金

投資その他の資産

利益剰余金

評 価 ・ 換 算 差 額 金
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に関する注記 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ···· 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの ···· 移動平均法による原価法 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

‥‥‥定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物        18年  

無形固定資産（リース資産を除く） 

‥‥‥定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

 

    リース資産‥‥‥‥‥‥‥リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。 

                 

（３）引当金の計上基準 

貸倒引当金 ············ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上しております。 

 

 

賞与引当金 ············ 賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当会計年度に負担すべ

き金額を計上しております。 
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（４）ヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 ·········· 特例処理の要件を満たす金利スワップについて特例処理を採用して

おります。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ・ヘッジ手段 ········· 金利スワップ 

     ・ヘッジ対象 ········· 短期借入金 

  ③ヘッジ方針 ··············· 固定金利を市場の実勢金利に合わせて変動化する場合や将来の金利

上昇リスクをヘッジするために変動金利を固定化する目的で、「金利

スワップ取引」を利用しているのみであり、投機目的の取引は行っ

ておりません。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 ··· 特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 

 

（５）消費税等の会計処理方法 ··· 税抜方式を採用しております。 

 

 

２．当期純損益金額  102,771千円                 


